
第8章　マレーシア

坂本　博

最近の動向：　アブドゥラ・アフマッド・バダウィ氏がマハティール氏の後を受けて首相に就任し，統一マレー国民組織（UMNO）の総裁になってから1年が経過した。周囲の同意を求めながら事を進めるといった彼への先行する印象とは対照的に，アブドゥラ氏は，力強いリーダーシップを示し，初年度から重要な変革を実行してきた。その中で，目立ったものとして，不正を厳しく取り締まり，UMNOと関係が深い何名かが逮捕されたことがあげられる。同時に，マハティール氏が後押ししていた巨大プロジェクトの見直しにも着手している。しかし，これらは予想されたものに比べて抜本的ではなく，重要な政策のほとんどがマハティール氏の路線を引き継いだものとなっている。また，9月に元副総理のアンワル・イブラヒム氏が，同性愛の無罪判決で刑務所から釈放された。この釈放は，アブドゥラ首相の承認なしでは起こりえなかったといわれている。そのため，アンワル氏はそもそも政府に批判的であるが，釈放に対してはアブドゥラ氏に謝意を示している（Far Eastern Economic Review, 16 September 2004, pp. 14～18, 31）。しかし，汚職罪のためアンワル氏は2008年まで公職に就くことができず，彼の釈放がマレーシアの政治にどれだけの影響を及ぼすのか明らかではない。ただ，当面はアブドゥラ氏が首相職を全うするものと思われる。

アブドゥラ政権が直面する問題は以下である。政治面では，タイ南部で増加している暴動に対するマレーシアの介入について（介入の一部に宗教的理由も含まれている），マレーシアの大多数を占めるイスラム教徒社会で政治的圧力を引き起こす可能性があるということである。また，タイ南部の情勢不安はテロリストを生み出す可能性をもたらし，政府はその動向に注意を払っている。さらに，不法労働者の送還で困難に直面しており，外国人労働者の源泉であるインドネシアやフィリピンとの関係が複雑になってきている。経済面では，経済成長の新政策の側面でアブドゥラ政権が試されている。マハティール政権で情報技術産業を促進したのに対して，アブドゥラ政権では，バイオテクノロジーなど農業を促進する傾向があると思われる。

成長，生活水準，経済構造：　2004年の第1～3四半期のマレーシア経済は大きく成長し，前年同期比で実質GDP成長率は7.6％を記録した（Malaysia, Bank Negara Malaysia, various years）。表8.1では，2004年の実質GDP成長率が7.3％になると見込んでいる。したがって，第4四半期の成長率予測は同期比で約6.5％に下がる。これは，直近に発表されたマレーシア経済研究所（MIER, 7.2％, Consensus Economics 2004）を含めた，表1.2の予測の平均値（7.1％）よりも高いものとなっている。力強い輸出の伸びが2004年の高い成長率の要因と考えられ，実質GDPに占める財貨・サービスの輸出シェアは2003年の109％から，2004年の第1～3四半期で118％に上昇した。しかし，成長に対する対外需要の純増の貢献は下がってきており，実質GDPに占める輸出・輸入の差額は11.0％から9.1％に落ちている。相対的に個人消費が急速に伸びている中で在庫投資の増加が著しい。他方，固定資本投資が不足し，政府消費も過去の大きな財政赤字を削減するため，低い伸びとなっている。実質GDPは急速に伸びているものの，その伸び率は労働力人口の増加を十分に吸収できるほど高い水準ではない。その結果，失業率は2003年の3.6％から2004年6月現在で3.7％へと上昇し，ここ10年間で最も高い水準に達している。

直近の予測では，2005年は成長が6.0%以下に落ち込むと見込んでいる。しかし，その幅は一定ではなく，表1.2で紹介している5つの機関の予測が5.1～6.3％，14機関の予測が紹介されているConsensus Economics（2004）の予測値が4.8～6.0％とまちまちである。おそらく最大の不確実性は，マレーシアが対外市場に大きく依存していることである。マレーシアは特に電気・電子機械の輸出に依存し，それらは最終的に米国，ヨーロッパ，日本および中国で販売される。そのため，これらの市場の成長が鈍化すれば，たちまちマレーシアに悪影響を及ぼす。他の不確実性は，石油価格の高騰に関連するものである。石油の純輸出国としてのマレーシアは，高い石油価格からの恩恵を受け取ることができる。しかし，高い石油価格が輸出市場の成長を鈍化させるとなると，石油価格の高騰による悪影響が恩恵を上回るかもしれない。

直近の７年間で6％以上の実質経済成長は3回しかない（表8.1）。これは，1988～97年の10年間と対照的で，この間は最低でも年率7%以上の成長率であった。緩やかな経済成長と高い人口増加により，1997～2004年の一人当たり実質GDPの伸びは，通期で7％にとどまっている。これは，1990～97年の7年間で55％増加したのと対照的である。マレーシアは貧しい国ではないが，豊かな国でもなく，一人当たりGDPにおいて，香港や日本，シンガポール，台湾および韓国に遠く及ばない（表1.1）。したがって，2020年までに先進国の経済になるといったUMNOの目標を追求するにあたって，経済成長の優先度は高い。

マレーシアの産業構造は，雇用，生産ともに，農業中心の産業構造から製造業，そしてサービス業へと大きくシフトしてきた（表8.1）。他の多くの中所得国と同様に，マレーシアでも製造業のシェアは比較的高水準で，全就業者数の5分の1強，GDPの3分の1弱を占める。その製造業の中でもマレーシアは特に電気（および電子）機器産業への依存度が高く，たとえば2000年で，製造業付加価値の34％，製造業就業者の31％を占めている（Malaysia, Department of Statistics, 2003a）。これらの産業の製品が輸出においても大きなシェアを占めている。鉱業も比較的大きなシェアを占めるが，実質値で測ると鉱業のGDPに占めるシェアは徐々に低下している。しかし，名目値のシェアは石油価格の影響を受け変動が大きい。

一方，支出構造にあまり大きな変化は見られない。GDPに占める民間最終消費支出のシェアは比較的低く，50％以下で推移している。むしろ，総固定資本形成や財貨・サービスの純輸出が大きなシェアを占める。しかし，1997年の金融危機以降，民間総固定資本形成は大きく減少している。1994～97年には，実質GDPに占める民間総固定資本形成のシェアが30％を超えていたのに対し，1998年には18％，そして2003年には10％に低下した。つまり，金融危機に見舞われた他の国々と同様，危機が投資家の投資マインドを大きく減退させ，2003～04年の株価の急上昇にもかかわらず，現在でもまだ民間の投資マインドは回復していないことを示している。また，危機後に輸出が大きく増加したことも注目される。実質GDPに占める財貨・サービスの輸出のシェアは，1997年の95％から1998年には103％に達し，それ以降は100％以上で推移している。危機後に輸入が大きく減少したこともあり，財貨・サービスの貿易収支は大幅に改善した。1994～97年には，貿易収支の対実質GDP比が6～11％の赤字であったのに対し，1998～2004年には9～17％の黒字に転換している。

金融・財政政策：　マレーシアのインフレは高くなく，安定的に推移している。表8.2では2004年のGDPデフレータを4.5％と高めの仮定をした。これは表1.2の見通しよりも高いが（最大で2.9％），2004年の第1～3四半期の5.9％よりは低く，そのため第4四半期は同期比で0.8%の伸びにとどまる見込みである。消費者物価指数の上昇は1999年以降年率で2％以内にとどまっており，2004年の1～11月実績でも1.4％と低い水準である。予測では，GDPデフレータ，消費者物価指数共に2005年も引き続き低水準だと見込んでいる。

低インフレ率は，現在ドル・ペッグ制を採用しているマレーシア・リンギがドルに対して過大評価にならない要因となっている。1998年以降1ドルを3.8リンギとしたペッグ制は，1995～96年の危機以前の水準である2.5リンギと比べて低い水準にあり，また，最近米ドルが（リンギも同様に）他の通貨に対して下落していることから，リンギが過小評価されているといわれている。ペッグ制はUMNOにとって重要な政治問題である。これはマレーシアが望ましい形でワシントンコンセンサスを拒否するための重要なやり方でもある。ペッグ制の維持による政治的な利益と，経済的な悪影響も少ないことから，2005年にペッグ制が解除される可能性は低いとみられる。しかし，中国の人民元の切り上げといった大きな状況の変化があれば，ペッグ制の見直しも考えられる。

危機後にペッグ制を導入するための経済的理由の1つとして，拡張的な金融政策の採用があげられる。これによって，1999年の利子率が大きく低下し，2000～04も引き続き低下している（表8.2）。広義のマネーサプライ（M2）の対GDP比は1999年に急上昇し，2000～03年は下降したものの，2004年は若干上昇している。拡張的な金融政策と低金利政策を採っているにもかかわらず，国内信用の対GDP比は1999年に下降したあと，1997～98年の水準まで回復しておらず，悲観的な投資家心理を反映している。つまり，他の東アジアの中央銀行と同じく，Bank Negara Malaysiaも危機後の流動性拡大が困難であることを物語っている。

金融政策が総需要の拡大に効果的でなかったため，マレーシアは積極的な財政政策を採り，2000～03年でGDPの5％を超える財政赤字を生み出している（表8.2）。その結果，政府の債務負担の対GDP比は，2000年の37％から2003年には48％まで拡大した。2003年の就任後，アブドゥラ政権は財政赤字の削減に重点を置くようになり，歳入不足に対して，政府は大企業に対する法人税の減税を先送りしている。これによって，表1.2の予測では，財政赤字の対GDP比は2004年で4.5％とやや下がり，2005年には3.7～3.8％になると見込んでいる。もっとも，2004年の第1～3四半期の値に基づけば，財政赤字はGDPの1.3%と急低下している。政府は，巨大プロジェクトの見直しを強調しつつも，政治的な支持を得るために比較的小規模のインフラプロジェクトを増やしながら，2005年以降も緊縮的な財政政策を続けると思われる。

2005年予算は，経済基盤を拡大する目標のもとで，中小企業や研究開発を促進，奨励して国産品を生み出すことを強調している。この予算案における戦略は以下である：（1）財政運営，特に管理と分配システムの効率化および競争力の強化，（2）高付加価値経済への移行加速，（3）成長を促すための人材育成，（4）生活環境の改善。しかし，これらの多くは中期的なものである。

対外取引と債務：　前述のように，財貨・サービス貿易収支の赤字を反映して，マレーシアの経常収支は1990～97年の間，膨大な赤字を計上し続け，1995年には対GDP比で10％に達した（表8.2）。しかし，経常収支赤字は1996～97年にかけて縮小し，1998年にはリンギの減価に伴う輸出増加と輸入減少を受け，大幅な黒字に転じた。この経常収支黒字は，外貨準備の拡大に貢献した。対外債務残高の対GDP比は2000年にかけて下降傾向にあり，2001～02年は少し増加したものの，2003～04年は下降傾向に戻っている。

高い貿易依存度に加え，マレーシア経済は多国籍企業（MNC）にも大きく依存している。したがって，対内直接投資（FDI）が年間平均で1991～97年の47億米ドルから，1998～2003年の27億米ドルまで急減したことは，同国経済にとって懸念材料である（表8.2）。しかし，FDIは2004年の上半期までで，すでに24億米ドルと急回復している（Malaysia, Bank Negara Malaysia various years）。FDIの落ち込みの原因として，中国との直接投資の受入競争が激化していることと，技術者や中間管理職などの賃金が比較的高いことがあげられる。これまであった施設をマレーシアから中国に移転しているとは考えられないが，新規投資が転用されている可能性は高い。民間総固定資本形成の落ち込みと同様に，危機後のFDIの落ち込みもまた，危機以前の高い投資率の反動によるものであり，設備が過剰になったものと思われる。これにより，マレーシアに対する内外の投資家の信用が揺らいでいる点がわかる。他方，FDIの落ち込みが，MNCの撤退を伴っているわけではない。たとえば，製造業の雇用におけるMNCのシェア（1996年と2000年で38％）や製造業のGDPにおけるMNCのシェア（両年で44％）は，危機後4年間ほぼ一定で推移していた（Malaysia, Department of Statistics, 1998, 2003a）。つまり，直接投資はMNCにとって資金調達源の1つであり，MNCの実際の生産活動とはしばしば異なった傾向を示す点も重要である。

品目別・国別の対外取引：　マレーシアは従来から多岐にわたる製品を輸出しており，農産物（ゴム，パーム油，木材など），原材料（錫など），鉱物性燃料（原油と液化天然ガス），機械製品（事務用・電算機器，通信・その他電気機器），その他製品（繊維，衣類，履物）などが主要な輸出品である（表8.3）。しかし，1997年以降，事務用・電算機器，通信機器等，その他電気機器の3つの製品カテゴリーが輸出総額の半分以上を占めるようになった。これらのシェアの合計は，2000年の59％を頂点に，2001～02年は56～57％，2003年は53％，2004年1～10月実績で51％に落ちてきている。輸出総額がGDPと同じ規模であるため，これらの低い伸びが懸念材料である。主な要因は世界中でこれら関連産業の成長が鈍化していることにあるが，中国や近隣諸国との競争も要因の1つであろう。農産物，鉱物性燃料，石油および天然ガスの価格の高騰が，2003～04年におけるこれらのシェアを上昇させている。言い換えれば，実質値ならば電気機器関連のシェアの低下は小さいことになる。輸入面では，1998年以降，電気機器関連が同国の輸入総額の約半分を占めており，当該産業における輸入中間財への依存度が依然として高いことを示している。一方，一般機械のシェアが1998年の危機以降，比較的低くなっているが，投資財需要の低迷が続いていることを示している。

日本，米国，欧州工業国およびシンガポールがマレーシアの主要貿易相手国であり，1985～2001年の輸出・輸入総額の60％以上がこれら諸国との貿易によって占められてきた（表8.4）。しかし近年，これら諸国との貿易シェアは低下傾向にあり，2003年には輸出･輸入の58％を占めていたものが2004年1～10月では輸出の57％，輸入の55％となっている。マレーシアの輸出に占める日本のシェアは，1985年の25％を頂点に，2004年1～10月には10％へと低下している。これに対し，米国のシェアは，1985年の13％から1993～95年および1998～2002年には20％超へと上昇し，2004年1～10月は約19％である。欧州工業国とシンガポールのシェアは，それぞれ12～16％，16～23％である。他のアジア諸国では，近年香港と中国のシェアが比較的高く，タイ，台湾，韓国があとに続いている。輸入面では，1990年代初頭から半ばにかけて輸入総額の約4分の1を占めてきた日本のシェアが，近年少しずつ低下している。米国，欧州工業国，シンガポールも大きな輸入元であるが，そのシェアには若干の変動が見られ，2001～03年には低下している。他のアジア諸国では，中国，韓国，台湾が大きな輸入元となっており，インドネシア，フィリピン，タイが続いている。特に2001年以降，輸出・輸入両方で中国のシェアが伸びていることが注目される。ただし，マレーシアから香港への輸出の多くが中国へ再輸出されるため（Hong Kong, Census and Statistics Department, various years aによると，中国への再輸出は1999～2002年が約3分の2，2003年は約4分の3である），表8.4における中国への輸出は過小評価と思われる。同様に，マレーシアからシンガポールへの輸出の大部分も他の市場に再輸出される。

マレーシアにおける公的資金（主に経済援助）の流入額は比較的小さく，1996～97年は出超を記録した。これは主に，急速な経済発展のおかげで，同国の経済援助の必要性が低下したことに起因している（表8.4）。1998～99年には，日本から多額の公的資金を受けたが，そのほとんどは危機からの回復を目的とした新宮沢構想の下で供与されたものであり，2000年には再び出超に転じている。海外銀行借入残高は，1991年の100億米ドルから1997年には340億米ドルへと増加したが，1998年には280億米ドルへ減少した。しかし，その後借入残高は著しく回復し，2004年には640億米ドルに達している。1990年代半ばまでは日本の銀行が主要貸付元であったが，そのシェアは大きく低下してきており，2004年には10％まで下がっている。米国の銀行もシェアを下げ，代わりに欧州の銀行がその比重を高めた。

日本との経済関係：　マレーシアとの国際取引において，日本は1997年まで多額の経常収支黒字を計上してきたが（年間黒字額が38億米ドル以上），1998～2002年は減少し，1999～2001年，2003年および2004年の上半期は赤字に転じている（表8.5）。経常収支の中で非常に大きな部分を占める貿易収支も同様の動きを見せている。所得収支は，1999年を除いて，日本が黒字を計上したが，このほとんどは1995年を除いてサービス収支の赤字によって相殺される。1999～2000年には，日本の対マレーシア直接投資収益がマイナスに転じ，日本企業は直接投資資金を引き揚げた。しかし，2001～02年は全く逆の動きとなっている。2003年は再び投資の引き揚げが見られ，2004年の上半期の直接投資は非常に少ない。日本からマレーシアへの証券投資は小規模で，年間1億米ドル程度だが，マレーシアから日本への流れは1999年と2001年において特に大きく，マレーシアの投資家が多額の資金を本国へ引き揚げたことを示している。同様に，その他投資（主に貸付・借入）についても，日本からマレーシアへは小規模で，マレーシアの貸し手による日本からの資金の引き揚げの方が大きくなっている。

日本からマレーシアへの輸出品目のパターンは，ここ数年間であまり変化がなく，過去10年間，輸出の3分の2以上が機械製品で占められていた（表8.5）。主な輸出品目は，電気機器関連の3カテゴリー（事務用・電算機器，通信機器等，その他電気機器）で，輸出額の約5分の2を占めている。金融危機以降，マレーシアの経済成長や投資の鈍化による，一般機械といった資本財の需要の落ち込みなどを反映して，機械製品のシェアは1994～97年の71～72％を頂点に，1998～2003年には64～67％へと減少した。一方，マレーシアからの輸入品目構成においては，いくつかの変化が見られる。1993年には輸入総額の5分の1に満たなかった機械製品のシェアが，1999～2001年には約2分の1に高まり，2002～03年は約5分の2である。日本の機械製品の輸入は，主に事務用・電算機器とその他電気機器といった部品や中間財から成り立っている。石油価格の上昇が，機械製品の輸入シェア減少の1つの要因であり，その結果，鉱物性燃料のシェアが増加している（1994～2000年の20～24％に対して，2002～03年は28～31％へ上昇）。

マレーシアには，数多くの日系多国籍企業が進出している。日本の経済産業省（旧通商産業省）による公式推計によると，2000年で659の日系現地法人が存在していたが，2001年には564に減少している（表8.6）。しかし，より包括的な東洋経済の推計では，それを上回る法人が存在し，2001年には864，2003年には837である（ただし，金融業が全期間を通じて20～29存在する）。しかし，公式推計は，従業者数の変動が大きく，調査範囲の変更があったにもかかわらず，ほとんどの年において東洋経済の推計より幾分多い従業者数を示している。両推計とも従業者数の大部分を製造業が占めており，公式推計では売上高も製造業が大部分を占めている。2000年のマレーシアの工業センサスによると，同国の全製造業事業所の総生産高は1,158億米ドルであり，うち18％を日系現地法人が占めている（Malaysia, Department of Statistics, 2003a）。また，総従業者数は157万人で（労働力統計より表8.1で計算された製造業総就業者数216万人より少ない），15％が日系現地法人である。製造業のうち，電気機械産業を営む現地法人が最も多く，2000年の非金融業の従業者数の5分の3以上，売上高の5分の2を占める。日系現地法人は，近年の日本への電気機器関連輸出の増加に貢献しており，マレーシアの電気機械産業において重要な役割を担っている。
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